
水道料金の体系について

長野市上下水道局 営業課
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１ 水道料金の基本的な考え方

① 独立採算（地方公営企業法第17条の２）

原則として、地方公営企業の経費は、地方公営企業の経営に
伴う収入をもって充てなければならない

② 料金の決定（地方公営企業法第21条）

料金は、公正妥当なものでなければならず、かつ、能率的な
経営の下における適正な原価を基礎とし、地方公営企業の健全
な運営を確保することができなければならない
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③ 料金設定の考え方

料金収入の総額＝経費の総額（総括原価方式）
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総括原価

２ 総括原価方式

総括原価とは？

維持管理費 資本費＝

維
持
管
理
費

人件費

委託料

工事請負費

動力費

その他

資
本
費

減価償却費

支払利息

資産維持費

－

加入金

検査手数料

工事負担金

一般会計負担金

受取利息

資産維持費
・施設更新時の物価上昇
や高規格化に伴う価格上
昇を補うための費用

・対象資産の３％（資産維
持率）を標準とするが各事
業者が決定する
（本市は0.5％）



総括原価

需要家費 固定費 変動費

使用者の存在に

よって発生する

費用

給水量に関係なく

水道施設を適正に

維持していくため

の固定的に必要な

費用

給水量に比例して

増加する費用

・量水器の購入費

・検針に要する費用

・料金徴収に要する

費用

・動力費

・薬品費

・維持管理費の

大部分

・減価償却費

・支払利息

３ 総括原価の分解
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基本料金

４ 基本料金と水量料金の構成割合

固定費の一部を水量料金で回収

水道事業における費用構成は、固定費が大部分を占めて
おり、原則どおり実施すると基本料金が著しく高額とな
り非現実的

需要家費

固定費

変動費 水量料金

原則
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総括原価

需要家費 固定費 変動費

基本料金 水量料金

使用水量に関係なく、給水
の準備のために各使用者か
ら徴収する料金

各使用者の使用実態に応じ
て徴収する料金

全部 全部
配分

量水器の口径別に配賦
13ミリ〇〇〇円

20ミリ〇〇〇円

・

・

均等に配賦

使用水量１㎥当たり〇〇円

５ 総括原価の配分
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６ 長野市の料金収入と総括原価構成

基本料金
35.2％

水量料金
64.8％

料金収入
（R元年度）

需要家費 4.5％

固定費 89.3％

総括原価

変動費 6.2％

需要家費
のすべて

＋
固定費の一部

変動費のすべて
＋

固定費の一部
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基本料金（２ヵ月分）

水量料金
1-20㎥

使用の有無に関わらず
徴収する料金

従量料金

使用水量に応じて徴収
する料金

使用水量が増加するほど

単価が高くなる(逓増制)

（二部料金制）
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（料金）

（水量）

基本料金

水量料金

水道料金 ＝ 基本料金 ＋ 水量料金

(口径ごとに設定)

水量料金

21-40㎥ 41-60㎥
61-100㎥

101-200㎥
201㎥
以上

※一般用・ﾒｰﾀｰ口径13㍉～30㍉の場合
（２ヵ月）

７ 長野市の水道料金体系



逓増制料金とは？
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水需要の拡大に伴い、水源確保や施設の拡張が必要となり、大口需要者に相応
の受益者負担として水道料金を高くすることにより、一般家庭の料金を安くし、水の
合理的な利用を促すもので、水を使えば使うほど高くなる料金体系

（料金）

（水量）

基 本 料 金

水 量 料 金

＜均一料金制＞

（料金）

（水量）

基 本 料 金

＜逓増料金制＞

水 量 料 金

転嫁



８ 逓増料金制
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（１）採用の背景

・昭和47年から逓増制料金体系を採用

・水需要の増加 → 水源の確保、施設の拡張が重要課題

⇒節水型の料金体系である逓増制水量料金を導入し、大口需要者に

対して相応の受益者負担を求めた

（２）課題

・逓増制の導入時と状況が大きく変化

・大口使用者にとって不公平感 → 地下水への転換

・市場原理と逆の料金体系（通常は購入量と販売単価が逆に比例）

平成25年の料金改定において「使用水量が多く料金負担が大きい事業

者が安定して事業を行えるよう事業者に対して配慮する必要がある」と

の答申を受けて逓増度を緩和



給水件数と料金収入の比較

給水件数

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

料金収入

13mm62.5%

13mm37.3% 20mm32.2%

20mm33.4%

95.9%

69.5%

25mm
5.9%

25
mm
2.9
%

30～350mm
24.6%

30～350mm
1.2%
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９ 料金の見直しについて

料金改定が必要となった場合

基本料金の割合、逓増制などを考慮して、将来にわた
り安定した水道経営が持続できるように見直しを図る

人口推計
老朽施設更新
資産維持率
起債借入等

財政推計
他都市の
状況

景気等の
動向
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